8-6-4　人材啓発専門委員会

1. 人材啓発専門委員会の予算

予算：1,500,000円
2. 主な活動の記録
(1) 人材啓発専門委員会の開催

　　委員会開催回数：9回

(2) 人材啓発セミナーの開催
近年、建設コンサルタント業務に携わる各企業・各技術者は、様々な意味で変革を迫られている。「この厳しい変革の時代を生き抜くために（～造る時代から創る時代へ～）」と題して地方も含めた２回のセミナーを開催した。

(3) 第16回セミナー
a) 開催日時：平成18年7月3日（月）

13：30～17：00

b) 開催場所：大阪科学技術センター

c) 参加者数： 70名、参加費用：無料

d) 講演の概要

【講演1】街づくりにおけるNPOと建設コンサルタント（講師：特定非営利活動法人　

地域デザイン研究会理事長　平峯　悠氏）

大規模な公共事業が減少し、地方分権社会にふさわしい地域に密着した或いは新しい活動を支える社会資本整備が求められている。行政やNPO等が新たな対応を始めているが、危機意識や問題意識を鮮明に持ち、新たな「仕組み」を創り出すためには、街づくりにおける官・民・市民等の役割を問い直さなければならない。
全国の中心である東京にいては見えないこと、地方にいて感じる地域遺伝子の存在、市民住民の価値観や社会意識の変化など、NPO活動を通じた街づくりの中で、役割分担に対しての考えが紹介された。

【講演2】わが国の防災の現状と今後に向けての課題（講師：群馬大学工学部建設工学科

都市工学講座教授  片田　敏孝氏）

国内外で災害が多発する中、わが国の防災は大きな変革期を迎えている。そのポイントは住民避難対策の充実にあり、災害情報伝達の迅速化や避難困難者対策などの施策が次々と打たれている。災害過保護とすら言ってよいほど、住  

民は防災を行政に委ね切っている。そこで、災害時の住民行動とその背景となっている住民意識に関する調査データから、わが国の防災の課題を住民の側から分析した。本当に災害に強い社会を作りあげるためには、住民自身の理解と危機意識の浸透、勇気を持った避難、そして、本当に必要な情報をタイミングよく提供することが求められている。

(3) 第1７回セミナー
a) 開催日時：平成18年10月26日（火）

13：30～17：00

b) 開催場所：虎の門パストラル

c) 参加者数： 120名、参加費用：無料

d) 講演の概要

【講演1】建設コンサルタントの現状と求められる課題（講師：日経コンストラクション
副編集長　高橋　秀典氏）　
厳しい受注環境のもと、建設コンサルタント業界では、合併、業務提携など再編の動きが活発です。最近の再編の動きをみるとともに、建設コンサルタント各社の決算の状況などを概観した。2005年の品確法の施行を受けて、技術競争型の発注方式は、今後ますます増えていく。従来からの設計業務だけでなく、発注者支援業務、CM、PFIといったように、建設コンサルタントの仕事の領域は拡大する方向である。ただし、これからの技術競争のライバルは、同業他社の建設コンサルタントだけではない。
　 建設コンサルタントとしてどんなスキルを磨けばいいのか。建設コンサルタントの仕事の将来像を予想しながら課題を提起した。
【講演2】美しい国づくり（講師：日本交通公社　林　清氏）

わが国の観光地において観光資源は一流でも、観光地や観光施設で見るとあまりに貧しい、美しくない場合が多く目につく。その原因は消費者サイド、供給地サイド、そして制度面、それぞれ問題を抱えているからである。多くの観光地では変化しつつある需要と供給のミスマッチにより、美しさのみならず様々な観光地の魅力が大きく損なわれてきている。一方ここ数年、わが国では観光政策の積極的な取り組みが目立つ。観光や交流が今後、わが国の重要な産業になり地域振興につながるという期待感が高いからである。汚さ、貧しさの目立つ日本の観光地の現状を事例の写真を中心に示し、今後の観光振興の課題について試案を提示した。
3. 次年度の活動について

今年度の活動を継続実施する。

（人材啓発専門委員会委員長　谷　和弘）
